会議の概要
委員の主な意見
①防災情報システム等について
　○ＧＰＳ波浪計のデータを活用できるシステムの構築は大変すばらしい取組。現状では気象庁の専門家だけが利用しているが、自治体としての取組みとしては初めてのことで、全国的なモデルともなり得るので、ぜひ進めてもらいたい。　　　　　
　　 ○情報の仕組みの中で、被害状況の把握について、現状では市町村からの情報収集に頼っているが、例えば被災前と被災後の航空写真を比較して、被害状況を特定できるようなシステムを整備するなど、市町村が機能しない場合に、府が独自に情報把握できる仕組みも検討すべき。　　　　              　　　　　　　　　　　　
　②庁舎の耐震性能について

　　 ○庁舎等の安全性の議論では、設計用地震動の想定が重要。
国交省の長周期地震動対策試案については、今回の地震をもとに想定震度の見直しが行われているが、特に防災拠点となる建物については、その機能が十分に発揮できる性能を付加することが大切。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　 ○咲洲庁舎での中間免震などは、費用も莫大となるだけでなく、超高層建物の事例としては世界的にも例がなく、技術開発も必要。実現可能か、という議論もある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　⇒中間免震については、第１回会議で福和委員から提案があったので、実現可能性とは別に、その効果を算定しており、次回専門家会議でお示しする。　（事務局）

③防災拠点のデュアル化、ＢＣＰ、人員体制など

　　○本日の資料の記述についても、ＢＣＰの前提条件が甘すぎる。指摘のあったピンポイン

トの部分的な被害に対して「対応可能」との検証結論が示されているが、現実に発生する総合的、複合的な被害状況への対応イメージが出来ていない。

・上町直下型地震で西大阪が沈下するケースでも、参集率が低下しても参集可能として

いるが、エリアの数十万戸の木造住宅に火災や浸水被害が出ている等、被害の全体像から見れば、参集人数のシミュレーションは信頼性が薄い。

　　　・浦安の液状化も、表層の数メートルの状況で生じたもの。咲洲地区の道路がうねっていることからもわかるように、表層の地盤は柔らかい。ハザードはより起こりやすいところから起き、拡大していくもの。リスクは本気で探さないと明らかにならない。
　　　・職員の参集も、本人が無事なら参集できるというものではなく、職員の家族を含めた事情により大きく変わる。常に最悪のシナリオを想定しておくことが重要。　

・阪神高速との協定により、災害時に府がフリーで活用できることになっているかもしれないが、現実には高速の出入口周辺で大混乱になる。実際に起こる事象は協定上は想定されていないため、現実に即して内容を詰めておかなければならない。
　　⇒職員・家族の被災や参集途上の障害（火災や落橋等）などによる参集逓減率を考慮し、最悪を想定したＢＣＰの検証を行っている。（事務局）

○３５０名の初動対応要員をデュアル化して、両拠点に貼り付けるということが、現在の府の財政状況からみて本当に可能なことなのか。どこの府県でも人員の多重化を望んでいるが、コスト面から出来ていないのが実情。コスト等からみた実現性の検討などは行政の判断だが、当専門家会議としては、そうした現実の視点から、拠点をメ－ン・サブに区分し、人員等の重点をメ－ンに置くことを提言している。　　　       　 

    ⇒府として既に２つの庁舎に職員が勤務しており、デュアル拠点の運用は十分可能
　　　　と考えている。　　（事務局）

　　○拠点のデュアル化と、運用のメ－ン・サブの議論とは別物。デュアルは施設機能として同等の性能のものを２つ整備するということであり、メ－ン・サブの議論は運用上、幹部要員等でない一般の職員が、発災時にいずれの拠点に行くのか判断に迷うことなく、直ちにメインの拠点に向かうように設定しておく方が、混乱を避ける上で良いという考え。

　　　　　⇒今回の震災を教訓として、咲洲、大手前ともに絶対に安全という前提に立つことは

やめるというのが府の基本スタンスであり、例えば海溝型地震で津波被害が想定される場合は大手前で、想定を超えた内陸直下型地震に際しては咲洲で本部対応を行うなど、両庁舎ともメ－ンとして、状況に応じて１つの場所を判断する方針。仮にメ－ン・サブを事前に決めておいたとしても、庁舎が被災して使えない場合、結局判断が必要になる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事務局）
　　○一般職員が参集するための基本ルールをいかに定めるのかが問題。参集した場所が使えないような場合の指示の手法は必要だが、事前に定める参集場所は１つに固定すべきで、その都度、職員に判断を求めるようなオペレーションは避ける方が良い。　　

　　　⇒できるだけ、明快でわかりやすいルールづくりを進める考え。　（事務局）

　　○今回、咲洲庁舎が地盤・建物ともに６秒程度の固有周期をもつことがわかったことは大きな成果。そうした揺れの特性がある以上、ヘッドクオーターを低層階で行うからといっても、大多数の職員は高層階にいるわけで、業務に支障が生じる恐れに変わりない。府の災害オペレーションは、大阪市や自衛隊のような直接現場対応を行うものとは性質が違い、大混乱の中でもなんとか司令塔機能を果たせるよう、最悪の事態を想定した検討を行う必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
④府における今後の検討など

　　○今回の府の資料は、個々の委員質問に対してクリアできるというまとめ方だが、最悪の

事態が想定されていない。全てクリアすることが目的ではないので、リスクはリスクとして

明示すべき。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　○短い検討期間であり、全ての疑問、指摘に応えきれるものではないため、今後に残る課

　　　題・検討事項も明示した上、今後の検討にかかる一定の道筋を示してもらいたい。
　　○検討は、一通りやった時点で終えてしまわず、新たな知見や状況を取り入れながら、継
続的に続けていくことではじめて良いものになる。特に、この課題は命にかかわる問題で

あり、これを良い機会としてしっかりとフォローしていくことが大切。　　　　　
（今後の対応）　　

○次回の第４回会議（８月９日予定）を最終回とし、今回の指摘を踏まえ、次回、全体をとりまとめて報告する。　　　

　この記録は、大手前・森之宮まちづくり課・危機管理室において作成しました。
